
単位：円

　　　　　負債の部

　　流動資産 514,616,387 　　流動負債 123,294,965

　　　　　現金及び預金 373,345,167 　　　　　未払金 41,561,606

　　　　　未収金 35,539,788 　　　　　未払運賃 56,664,467

　　　　　未収運賃 103,671,283 　　  　　仮受金 2,303,951

　　　　　未収コンビニ決済 190,122 　　  　　前受収益 1,387,760

      　　棚卸商品 195,446 　　  　　預り金 95,430

　　 　　 貯蔵品 1,624,450 　　  　　納税充当金 3,849,000

　　  　　前払費用 150,131 　　 　　 未払消費税 8,866,400

　　  　　仮払金 0 　　　　　仮受消費税 0

　　　　　貸倒引当金 -100,000 　　　　　賞与引当金 8,566,351

　　固定負債 219,365,993

　　　　　役員退任慰労金引当金 2,791,667

　固定資産 557,651,850 　　　　　ＰＣＢ廃棄物処分引当金 978,000

　　有形固定資産 552,314,113 　　　　　長期借入金 13,000,000

　　  　　建物 133,665,141 　　　　　退職給与引当金 103,974,000

　　  　　建物付属設備 44,075,904 　　　　　預り敷金 1,749,000

　　  　　構築物 14,992,671 　　　　　長期未払金 40,628,342

　　  　　車両運搬具 2 　　　　　繰延税金負債 42,037,114

　　  　　什器備品 6 　　　　　資産除去債務 14,207,870

　　  　　土地 333,108,789

　　  　　建設仮勘定 負債の部合計 342,660,958

　　　　　リース資産 26,471,600

　　無形固定資産 1,039,887 　　　　　純資産の部

　　　　　電話加入権 1,039,887 　　株主資本

　　　　　ソフトウェア 　　　　　資本金 85,000,000

　　　　　利益準備金 14,200,000

　　投資その他の資産 4,297,850 　　　　　別途積立金 475,805,000

　　　　　出資金 726,000 　　　　　圧縮積立金 203,554,012

　　　　　ゴルフ会員権 875,000 　　　　　繰越利益剰余金 -48,951,733

　　　　　差入保証金 2,600,000 　　　　　（うち当期純利益金） 37,447,594

　　　　　長期預金

　　　　　長期前払費用 96,850

純資産の部合計 729,607,279

資産の部合計 1,072,268,237 負債・純資産の部合計 1,072,268,237

株式会社さんけい 貸 借 対 照 表
（令和５年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部 負　　　債　・　純　資　産　の　部



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　ア．資産の評価基準および評価方法

　①有価証券の評価基準および評価方法

関係会社株式 ： 総平均法に基づく原価法

満期保有目的の債権： 償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの： 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入

法によって処理し、売却原価は移動平均法により算定しており

ます。）

時価のないもの： 移動平均法による取得原価法

　②デリバティブの評価基準および評価方法：時価法

　③棚卸資産の評価基準および評価方法

商　　　品 ： 最終仕入原価法

貯　蔵　品 ： 最終仕入原価法

　イ．固定資産の減価償却方法

　①有形固定資産（リース資産除く）

： 定額法

　耐用年数

建物 15年～65年 構築物  10年～40年

建物附属設備10年～15年 車両運搬具 2年～ 4年

什器備品  4年～20年

　②無形固定資産（リース資産除く）

： 定額法

　③リース資産 （所有権移転ファイナンスリース取引）

： 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採

用しております。

　④リース資産 （所有権移転外ファイナンスリース取引）

： リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用

しております。

　⑤長期前払費用 ： 均等償却しております。

　ウ．引当金の計上方法

　①賞与引当金

　従業員賞与の支給に備えるため、期末在籍者に対する支給見込額の当事業年度負担額を

　計上しております。

　②役員退任慰労金引当金

　役員の退任慰労金の支出に備えるため、規程に基づく期末要支給額を計上しております。

　③退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、退職給与規程・退職給与支給規則に基づく期末要支給

　額により計上しております。

個　別　注　記　表
自　令和 4年 4月 1日

至　令和 5年 3月31日



　④貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

　特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収可能見込額を計上しております。

　⑤ＰＣＢ廃棄物処分引当金

　「ＰＣＢ廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」に基づくその保管と処理につ

　いて令和４年度に国の指定事業所において持込処理する費用の支出に備えるため、要負

　担見込み額を計上しております。

　エ．リース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引については、

　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　オ．収益認識の計上基準

　　主要事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は、次のとおりです。

　　①ＬＰガス販売事業

　　　ＬＰガス販売については、毎月の検針日に確認した顧客等の使用量に基づいて収益を認

　　　識しております。なお、決算月においては検針日から決算日までに生じた収益を合理的

　　　に見積って認識しております。

　カ．その他計算書類作成のための重要な事項

　　消費税等の会計処理は税抜き方式によっております。

（２）会計方法の変更に関する注記

ア．減価償却方法の変更

　　有形固定資産の減価償却方法について、従来は定率法により実施しておりましたが、当事

　　業年度から定額法に変更しております。この変更は全農会計方針の変更によります。これ

　　により、従来の方法と比べて、当事業年度の減価償却費が５７２千円増加し、営業利益、

　　経常利益及び税引前当期利益が５７２千円減少しております。

（３）表示方法の変更に関する注記

　　該当事項はございません。

（４）誤謬の訂正に関する注記

　　該当事項はございません。


